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巻 幡 伸 一 議 員（ お の み ち 会 ） 質問方式：一括質問方式 

 

１ 公務員の法令順守と入札制度の信頼回復について 

（1） 事実確認と総括 

今回の官製談合事案は、市政運営に対して信頼低下を招いたと

受け止めており、市民の信頼回復という点から伺う。本事案に

関し、市として総括はどのようにされるか。個人の問題との認

識なのか、組織的課題があったと考えているのか。本事案によ

り、市民の行政への信頼はどのような影響を受けたと認識して

いるか。組織的課題があったとすれば、どのように対処される

か 

（2） 法令順守体制の現状 

ア 入札・契約事務における現行のチェック体制はどのように

なっているか 

イ 入札談合等関与行為防止法および関連法令に関する職員

研修は、どの頻度で実施しているか。また、その研修の実

効性等は検証されているか 

ウ 過去５年間におけるコンプライアンス研修の受講率はど

うか 

エ 内部監査や外部監査の指摘事項とその改善状況は進んで

いるか 

（3） 内部統制とガバナンス 

内部統制について、職員が安心して相談や通報できる制度は十

分に機能しているか。 

今までの内部通報制度の利用状況や、通報者保護の実効性につ

いて教えてほしい。また、組織文化の改革について、どのよう

な取り組みを行われているか。 

特定部署への権限集中や、長期在任によるリスク管理はどうさ

れていますか。 

管理監督者の責任範囲は明文化されていますか 
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（4） 再発防止策 

今回の事案を受け、制度改正やチェック体制の強化、権限の分

散、人事ローテーションの見直し、職員倫理規定の見直し等、

具体的に何をいつまでに実施されるか。また、工程表を示す等、

今後の計画を教えてほしい。 

入札プロセスの透明性の向上は検討されていますか。 

第三者機関による検証や、議会への定期報告制度など、市の姿

勢も伺う。 

市民の信頼回復に向け、どのような決意で進めていくのか明

確なメッセージを示してください 

（5） 組織文化と倫理意識 

ア 「慣例」や「前例踏襲」が不正の温床とならないための

対策はしているか 

イ 手職員が声を上げやすい職場環境づくりの取り組みはさ

れているか 

ウ 倫理意識向上のための、具体的指標や目標設定はしてい

るか 

 

２ 市長の姿勢について 

（1） この 20 年平谷市長のもとで総合計画に基づいた施策を展開さ

れてきた。しかしながら、人口減少、地域経済の停滞、財政負

担の増大など市民が不安を抱いている現状も否めないため、伺

います 

ア 総合計画の数値目標は達成されたか 

イ 達成できなかった分野について、政策判断や優先順位の

誤りはなかったか等、検証は十分なされているか 

ウ 20 年間のまちづくりは「誇れる成果」となったか。そう

であるなら、その根拠となる具体的指標を示してくださ

い 

 

３ 人口推移について 

（1） 人口は 20 年間で一貫して減少傾向。少子高齢化や人口減少が

進む一方で、女性の転出も深刻である。地域によって状況が異

なっている。人口動態をどのように分析されているか 

（2） 人口流出歯止め対策として何をされているか。若者の定住促進

や雇用の創出、子育て支援などに取り組んできた結果、 

ア  人口は 1975 年をピークに減少が続いており、2060 年には

現人口の約半分まで減少する。少子高齢化が加速すると

言われるが、どのようにとらえているか 

イ 人口減少対策を注視した取り組みはどうか 
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ウ 安定した雇用の創出について、若者や女性の就職支援は

どうされているか。諸産業のブランド化や高付加価値を

図り、雇用の確保を推進されているか 

エ 若者の結婚・出産・子育て支援及び魅力ある就労環境や

良質な教育環境の整備を推進しているか 

 

４ 税収を増やすには 

（1） 市税の根幹となる個人市民税や固定資産税の税基盤を強化す

る施策が重要では。 

自主財源の柱である個人市民税について、住民税である個人市

民税の増加に繋げ、個人納税者を増やす施策が求められるので

は。 

令和８年度に予定の税制改正が、課税対象となる所得が増加す

る可能性があるのでは。 

固定資産税は、不動産取得と一般家屋・工場建物の取得を促進

する施策により、税収増が見込まれるのではないか。また、企

業誘致も固定資産税の増加につながるのではないか。 

法人市民税は、法人事業者を増やす施策が求められるのでは。 

これらの主要税目の増減要因を分析し、税収増に繋がる施策を

お尋ねする 

 

５ 尾道市財政状況の注意点について 

（1） 経常収支比率が高止まりしており、財政にゆとりがなく硬直化

しているので改善の必要があるのでは 

（2） 市税収入の減少について、令和６年度は人口減少による個人市

民税の定額減税の影響があり減少しているのでは。７年度はど

うか 

（3） 社会保障費は令和７年までに団塊世代がすべて後期高齢者と

なり、増加が見込まれたか 

（4） 公共施設の老朽化により、既存施設の更新必要度が高く、特に

道路や橋梁などのインフラ整備費が必要では 

 

６ 財政改善の取り組みについて 

（1） 職員数の適正化や公債費の抑制など、義務的経費総額の抑制に

努められているか 

（2） 歳入確保で、国県補助制度の活用を図り各種基金残高を確保

し、行政サービスと受益者負担の見直しによる使用料の適正化

など、財源確保に努めていただきたいがどうか 

（3） 行政運営の効率化、ＡＩなどの先端技術や民間活力の活用によ

り、業務の効率化やコスト削減を追求していただきたいがどう

か 
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（4） 公債費及び公営企業への繰出金が高止まりしており、指数が類

似団体と比較すると低いため、自主財源の確保が難しい。改善

の必要があるのでは 

（5） 新市建設事業による公債費の増加や、大規模建設事業に係る借

入金の償還が財政を圧迫。令和５年に公債費のピークを迎え、

次年度以降も注視が必要ではないか 

（6） 職員数の減少に伴う人件費の削減はされているが、ラスパイレ

ス指数が全国平均や広島県平均を上回っている。上位職への若

年職員の積極的な登用などが影響しているのではないか 

 

７ 尾道観光をバージョンアップさせる振興策について 

（1） 滞在型観光への転換について、現状では日帰り観光客の割合が

高く、宿泊率の向上が課題であると認識している 

ア  本市の観光客の平均滞在時間、および宿泊率の現状をど

のように分析しているか 

イ 滞在時間延長のため、夜間観光コンテンツの実施をして

いるか 

ウ 今後、宿泊型観光へ転換するための具体的戦略を考えて

いるか 

（2） しまなみ海道との連携強化について、しまなみ海道は世界的サ

イクリングルートとして知られているが、尾道は「出発点」向

島・因島・瀬戸田への波及はどうか 

ア  サイクリング客の市内滞在促進策について現状評価はど

う捉えているか 

イ 宿泊施設や商店街との連携強化策は考えられるか 

ウ インバウンド対応の多言語整備・ガイド育成について、

より強化されるか 

（3） 尾道は空き家再生の先進地として注目されている 

ア  空き家を活用した宿泊・クリエイター拠点として今後の

方針はあるか 

イ 観光振興と移住定住促進をジョイントさせる施策が考え

られるか 

 

８ 海事都市・尾道に国策の追い風について 

（1） 尾道の海事都市としての強みを生かし、市の目的「雇用・税収・

港湾活用・地域産業維持」を、中堅造船所が勝ちやすい立場を

利用して、自治体との連携モデルで再成長を目指すチャンスで

ある 

ア  現在の造船業の受注状況・雇用状況・将来見通しを、市

はどのように分析しているか 
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イ ＬＮＧ・メタノール・アンモニア燃料船等、次世代船舶

の需要が拡大しているが、本市の造船関連企業は、この

分野でどの程度の対応力を有していると認識しているか 

ウ 韓国・中国との価格競争が続くなか、本市は大量建造型

でなく「高付加価値船への特化」を後押しする考えはあ

るか 

エ 内航船・特殊船・環境対応船へ転換を進めるための補助

制度や、技術支援策を検討する余地はあるか 

オ 本市を「環境対応型船舶の研究開発拠点」として位置づ

ける取り組みをしてみるという考えが持てるか 

カ 産学官連携による脱炭素船開発支援について、具体的な

連携先や予算の検討が講じられるか 

キ 技能伝承をどのように支援されるか 

ク 女性・外国人技術者の活躍推進に向けた環境整備の取り

組みはどうされるか 

ケ 造船・海運・金融・ＩＴ企業を束ねた「海事クラスター

形成」に向けて市がリーダーシップ役となってほしいが、

どうか 

コ 観光都市としてのブランドと海事産業を両立させた都市

戦略について、市長の見解はどうか 

 

９ 尾道教育総合推進計画（令和４年度～８年度） 

（1） 学力向上施策の進捗 

ア  全国学力・学習状況調査の結果は計画策定時と比較して

どうか。改善した教科があるか。改善が見られない分野

は何か 

イ ＩＣＴ活用の成果は何％向上につながったか 

ウ 少人数指導の効果測定は実施しているか 

エ  不登校児童生徒の増減と、その対応策の検証を学校・教

育委員会・市当局でされているか 

（2） 不登校・いじめ対策では 

ア  計画に掲げた支援体制は機能していると評価できるか 

イ スクールカウンセラーの配置時間は十分か 

ウ フリースクールとの連携実績は、初期の目的に沿ってい

るか 

エ 早期発見の仕組みは改善されているか。不登校・いじめ

の過去３年間の件数の推移・復帰率はどうか。事案の生

徒と保護者からの相談件数は何件あったか 
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（3） ＩＣＴ教育推進について 

ア  ＧＩＧＡスクール構想を踏まえ、端末活用率は何％か 

イ 教員のＩＣＴ指導力の自己評価は向上しているか 

（4） 教員の働き方改革 

ア  教員の時間外勤務は計画策定時と比較し、どの程度改善

しているか 

イ 月 45 時間超は減少しているか 

ウ 代替教員確保はどうか 

（5） 施設整備・安全対策について 

ア  老朽化対策の進捗率は、順次実施されているか 

イ 耐震・バリアフリー整備は年次計画で取り組まれている

か 

 

10 防災ＤＸの推進について 

（1） 本市における「防災ＤＸ」の取り組みについて 

ア  防災分野でのデジタル活用の現状はどうなっているか 

イ ハザードマップのデジタル化や、オンラインでの情報提

供のスピードはスムーズか 

ウ 災害時における情報伝達手段の多重化について現状と課

題はあるか 

エ 高齢者やデジタル弱者への対応策はどうか 

オ 被害災害状況のデータ共有、リアルタイム把握の仕組み

はどうか 

カ 罹災証明書のオンライン申請等、被災者支援のデジタル

化の検討はされているか 

キ 「防災ＤＸ」をどのように位置づけ、今後推進されるか 

ク 国の補助制度の活用や、広域連携の可能性はどうか 

 

 

 


